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「外国判定の承認および執行に関する協約(United Nations Convention on the Recognition and E





















韓 国 の 現行仲裁法 は 、1999年全面改正当時、国連貿易法委員会
(United Nations Commission on International Trade Law, UNCITRAL)において 1985年採択され
た国際商事仲裁に関するモデル法(Model Law on International Commercial Arbitration)(以下、
「UNCITRALモデル法」という)を全面的に受容したものであり、上記モデル法第35条第2項は、仲
1 양병회 외 8인, ｢註釋仲裁法｣, 대한상사중재원·한국중재학회, 2005, p.236(李鎬元 執筆部分). 石光現, “외국중
재판정의 승인·집행제도의 개선방안”, ｢國際私法과 國際訴訟｣제5권, 박영사, 2012, p.719.
2 “The duly authenticated original award”は、通常、正当に認証された判定原文と翻訳されているが、本
稿Ⅲ. 2.においてみるように正当に署名が真正であることが証明された判定原本と翻訳することが正確であろう。



















5 2006年に改正されたUNCITRALモデル法第7条は、選択事項1(Option 1)として ｢(1)仲裁合意は契約上の紛
争であれ関係なく一定の法律関係に関して当事者間にあらかじめ発生したりまたは発生しうるすべての紛争また
は特定の紛争を仲裁に付託する両当事者の合意である。 (2) 仲裁合意は、書面で行わなければならない. (3)仲裁
合意または契約が、口頭、行為、その他の手段によって締結されていることにかかわらず、その内容がいかなる
形態であれ、記録された場合には仲裁合意は書面でおこなう(4) 仲裁合意が書面であるという要件は、それを含
めた情報が今後これを援用するために出力することができる電子通信 (an electronic communication)によって








事者の合意である」と規定している。この点に関する詳細は、이강빈, “국제상사중재에 관한 UNCITRAL 모델
법의 개정동향”, ｢중재연구｣제16권 제3호, 2006. 12, p.73 以下および손경한·심현주, “중재합의에 대한 새로운








































































の英文は、 “To obtain the recognition and enforcement mentioned in the preceding article, th
e party applying for recognition and enforcement shall, at the time of the application, suppl
y; (a) The duly authenticated original award or a duly certified copy thereof; (b) The original
arbitration agreement referred to in article Ⅱ or a duly certified copy thereof. ② If the said
award or agreement is not made in an official language of the country in which the award is relied
upon, the party applying for recognition and enforcement of the award shall produce a translation
of these documents into such language. The translation shall be certified by an official or sworn




11 李鎬元, “仲裁判定의 執行判決節次,” ｢民事訴訟｣제9권 제1호, 한국민사소송법학회지, 2005, p.268. 김상
호, “한국에서의 외국중재판정의 승인과 집행”, ｢중재연구｣제17권 제3호, 한국중재학회, 2007. 12, p.12.
























13 これに対する解説として小島武司＝高桑昭(編), 前掲註(9), p.352 以下(高桑昭 執筆部分)参照。
14 李鎬元, “外國仲裁判定의 承認과 執行-뉴욕協約을 中心으로-”, ｢재판자료｣제34집, 법원행정
처, 1986, p.672. Gary B. Born, International Commercial Arbitration Volume Ⅱ, Wolters Kluwer, 2009, p.170
2.
15 Albert Jan van den Berg, The Arbitration Convention of 1958, Kluwer Law and Taxation, 1981, p.250.









2. “The duly authenticated original award or a duly certified copy thereof”
ニ ュ ー ヨ ー ク 協 約 は 、 仲 裁 判 定 と し て 、
“The duly authenticated original award or a duly certified copy thereof”を提出することを要求して
いる。 “authentication”(形容詞は、 authenticated)は、文書である場合、その提出者が主張し作成者
が 作成 し た こ と 、 す な わ ち 、文書 の 真正 の 成立 を 証明 す る も の で あ り 19 、
“the authenticated original award”は、仲裁判定に記載された仲裁人の署名が真正であることが証明




る(石光現, ｢國際商事仲裁法硏究｣제1권, 박영사, 2007, p.366)。
17
Dr Peter Binder, International Commercial Arbitration and Conciliation in UNCITRAL Model Law Jurisdiction
s, Thomson Reuters, 2010, p.409.
18
Emilia Onyema, “Formalities of the Enforcement Procedure(Articles Ⅲ&Ⅳ)”, Enforcement of Arbitration Agr





を意味する( Paul C. Giannelli, Understanding Evidence(2nd Ed.), LexisNexis, 2005, p.385.
McCormick, On Evidence(4th Ed.), West Publishing Co., 1992, p.402)。 また、
Black’s Law Dictionary(6th Ed.), West Publishing Co., 1990, p.132は、
“authentication of a writing means (a) the introduction of evidence sufficient to sustain a finding that it is t
he writing that the proponent of the evidence claims it is or (b) the establishment of such facts by any other
means provided by law”とする。






















21 Black’s Law Dictionary, supra 19, p.228は、
“Certified copy. A copy of document or record signed and certified as a true copy by the officer to whose cust
ody the original is intrusted.”とする。
22 Albert Jan van den Berg, supra note 15, p. 251. 石光現, 前掲論文註(1), p.715.
23 Emilia Onyema, supra 18, p.610.
24 Emilia Onyema, ssupra 18, p.610は、従前のジュネーブ協約第4条第1項は、判定が下された場所の法によ
ってその署名が真正であることが証明されなければならないことを規定しているが、承認および執行の要求を受
けた国家の裁判所によりひろい裁量を認めるためには、そのような制限が削除されたと説明している。
25 Albert Jan van den Berg, supra note 15, p.253.













3. “The original arbitration agreement or a duly certified copy thereof”
“The original arbitration agreement” は 、 仲 裁 合 意 の 原 本 を 意 味 し 、









している。韓国においては、公的な翻訳官(official translator) または宣誓した翻訳官(sworn trans
lator) 制度が存在しない。従来、翻訳文に対しては、仲裁判定地国にある韓国の外交官または領事官
27 石光現, 前掲論文註(1), p.716.
28 Albert Jan van den Berg, supra note 15, p.257. Emilia Onyema, supra 18, p.609.
























30 김갑유 대표집필, ｢중재실무강의｣, 박영사, 2012, p.298.
31 石光現, 前掲論文註(1), p.716.
32 김상호, 前掲論文註(11), p.12. Albert Jan van den Berg, supra note 15, p.260. しかし、石光現, 前掲論
文註(1), p.716は、ニューヨーク協約第4条第2項が翻訳文の証明を要求する趣旨は、翻訳文の正確性を証明する
ことであると主張している。

































“the duly authenticated original award or a duly certified copy thereof, and the original arbitration agreem
ent referred to in article 7 or a duly certified copy thereof”であり、ニューヨーク協約の英語の正文と一致する。
35 これは、各国の実務上、差異が大きいため翻訳に関して詳細な規定を置かないこととした( Dr Peter Binde
















原 本 と 仲 裁 合 意 ま た は 署 名 が 真 正 で あ る こ と が 証 明 さ れ た 謄 本






Jack J. Coe Jr., International Commercial Arbitration : American Principles and Practice in a Global Context, T









裁合意の提出を要求せず、仲裁判定もその原本または認証された謄本 (der Schiedsspruch oder eine
















よる翻訳文の提出を要求することができると規定している。これに関しては、안건형·유병욱, “프랑스 개정 민
사소송법의 주요내용과 시사점,” ｢민사소송｣제15권 2호, 한국민사소송법학회지, 2011, p.108参照。
40 ドイツ民事訴訟法第10編仲裁手続第9章裁判所の手続第1064条。
41 日本仲裁法第46条第2項。
42 近藤昌昭 외 4인,『仲裁法コンメンタ―ル』(商事法務、2003)270頁、 小島武司·高桑昭 (編), 『注釈と論点
仲裁法』(青林書院、2007).278頁(高田裕成 執筆部分)。また日本における議論については、김언숙, “일본법상
외국중재판정의 승인집행―적용법규와 승인거부사유를 중심으로―”, ｢중재연구｣제20권 제3호, 한국중재학
회, 2010. 12, p.25以下参照。
43 その他の各国の立法例に関しては、A/CN.9/656 Report on the survey relating to the legislative
implementation of the Convention on the Recognition and Enforcement of the Foreign Arbitral Awards(New














(the written Award signed by the Arbitral Tribunal)を当事者に通知すると規定している。すなわち、
仲裁判定文に対して別途正本を作成せず、原本を各当事者に送付することにしている46。代表的な国
際仲裁機関である国際商業会議所(ICC)の仲裁規則第28条第1項も、同様に、仲裁判定部が署名した判





45 ただし、大韓商事仲裁院において2010年に発刊した仲裁法規集によれば、仲裁判定の正本を “a duly
authenticated arbitral award”と翻訳しているが、先にみたとおり “authentication”が署名が真正であることを







れた判定分の追加謄本 (Additional copies certified true by the Secretariat General)が両当事者に提供されなけ
ればならず、第5項において、仲裁判定部と事務局は、追加として、必要な手続を履行することを協助しなけれ
ばならないと規定しているこれに関する解説書として、
Michael W. Bühler and Thomas H. Webster, Handbook of ICC Arbitration(2nd Ed.), Thomson Reuters, 2008,
p.392以下、参照。
17
ま た 、UNCITRAL仲裁規則第34条第6 項 は 、 仲 裁 人 が 署 名 し た 仲 裁 判 定 の 謄 本





















































50 石光現, 前掲論文註(1), p, 718. 日本の仲裁法第46条第2項も「仲裁判断書の写し、当該写しの内容が仲裁判
断書と同一であることを証明する文書」と規定している。
51 仲裁判定の承認執行のために提出すべき書類に関してDr Peter Binder, supra note 17, p.409は、承認および
執行のための形式的要件(Formal requirements for recognition and enforcement)という表題のもと、

























52 A/CN.9/264(25 March 1985) -
International Commercial Arbitration: Analytical commentary on draft text of a Model Law on Internation





























54 石光現, 前掲論文註(1), p.720. 정선주 “우리나라의 중재법 개정방향”, p.28.(これは、2012. 12. 10. 大韓商
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〔訳者あとがき〕
本稿 は 、延世大学校法学専門大学院 の 李鎬元教授 が 、『仲裁硏究』第23卷第2号141～164頁
(2013)にて公表された論説｢중재판정의 승인·집행을 위하여 제출할 서류｣の邦語訳である。本訳
文が、李鎬元教授の主張されるところを誤ることなく伝えることができているとすれば、訳者
の喜びこれに過ぎるものはない。翻訳を快く承諾下さったうえ、邦語訳に際してご指導・ご教
示を惜しまれなかった李鎬元教授に対して、この場をお借りし、あらためて心より御礼申し上
げる。紙幅との関係で本稿に於いて引用された条文の邦語訳を示すことができなかった。今後
の課題として、韓国の民事手続法典の邦語訳に努めたい。
なお、本稿は、日本学術振興会(JSPS)・韓国研究財団(NRF)二国間交流事業2016年度共同
研究「日本と韓国における民事手続法の展開に関する二国間史的考察－現行法制定を中心に」
および全国銀行学術研究振興財団2015年度助成「日本と韓国における債権回収に関する比較民
事執行法研究－実務運用を中心に－」および日本学術振興会科学研究費助成事業平成27年度研
究助成若手研究(B)26780053「原子力災害事例における救済執行手続としての間接強制の弾力的
活用」による研究助成による研究成果の一部である。
【注記】 本稿の訳者である金炳学氏は、比較法研究所共同研究「外国民事訴訟法」(代表者・加藤
哲夫)の招聘研究員であり、本稿は、この共同研究の一環として掲載するものである。
